





























































A Study of the Countermeasures to the Inheritance Tax Avoidance in Japan
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dis13kai_1.pdf.（2015年９月15日アクセス）
11）一例として、2012年12月４日付日本経済新聞に、
「スタバ、アマゾン…迫る課税包囲網」と題する
記事が掲載され、両社の他グーグルが、ダブル・
アイリッシュやダッチ・サンドイッチなどを利用
することで、国際的租税回避行為を行っていたこ
とを報じている。
12）平成11年12月16日に提出された『平成12年度の
税制改正に関する答申』の報道は、翌日には新聞
各紙上において行われていた。通常、税制改正は、
毎年12月頃に税制調査会答申があり、それを受け
て税制改正大綱を策定、これに基づいて財務省主
税局が内閣法制局の指導の下税制改正法案を作成
した上で通常国会（翌年２月初旬頃）に提出され
る。その後、３月末日までに国会で可決成立し、４
月１日施行となることが多い。
13）本項の記述に当たっては、『平成12年度改正税法
のすべて』（財務省編）を参照した。
14）本件に関する評釈には、田中啓之「米国州法を
準拠法とする信託の受益者に対する贈与税の課税
が適法とされた事例」ジュリスト1460号　8-9頁、
野一色直人「相続税法上の生命保険信託の要素の
検討」税務弘報61巻10号　121-128頁、木村弘之
亮「外国籍の孫への海外信託贈与」税研178号　
191-194頁、などがある。
15）名古屋地裁平成23年３月24日判決　税務訴訟資
料　第261号-64順号11654。
16）名古屋高裁平成25年４月３日判決　税務訴訟資
料　第263号-64順号12192。
17）本項の記述に当たっては、『平成25年度改正税法
のすべて』（財務省編）を参照した。
18）平成25年度税制改正において、基礎控除の引下
げおよび税率の変更が行われたが、その理由につ
いて、財務省『平成25年度改正税法のすべて』
565頁は、「相続税は、亡くなられた方の数に対す
― 130 ―
埼玉学園大学紀要（経済経営学部篇）　第15号
円、シンガポール５兆3,653億円、香港２兆6,352
億円、ケイマン諸島２兆3,600億円、ルクセンブ
ルク8,566億円、スイス7,874億円となっている。
24）本稿で取り上げていない裁判例として、東京高
裁平成19年10月10日判決（税務訴訟資料257号順
号10797）がある。これは、武富士事件と同様、
平成12年度税制改正前に米国カリフォルニア州の
不動産をジョイント・テナンシーという法形式で
所有していた者がこれを贈与することでわが国贈
与税を免れようとした事例である。結果として、
所有権移転時期が税制改正後になったことで租税
回避には失敗しているが、これも税制改正の一つ
の要因であるとされるとする先行研究（浦上章夫
「海外財産の相続と相続税法適用上の問題点」税
務大学校論叢22号497-624頁）がある。
